
～これまでの取組み状況～
【　】書きで実施年度が記載されていない取り組みは、現在も継続して実施しています。

 法令遵守・職員倫理ポータルサイト（庁内Web）の開設 
法令遵守や職員倫理にかかる制度周知や情報提供、職場活動の支援等を図るため、庁内Webに情報の一覧性と即時性を備えた総合情報提供サイト（ポータルサイト）を設置
○ 開設の時期・場所

平成20年３月３日・庁内ウェブトップページ（PickUp欄）

○ 内容
　 ・ コンプライアンスの理念やコンプライアンスに関する用語、関係法令の紹介、コンプライアンスに関するニュース

・ 通報制度や相談制度、公正職務に関する制度の紹介

・ 綱紀保持基本指針や処分事例紹介などの職員倫理情報、コンプライアンスに関する研修情報

 綱紀保持基本指針 
　○ 綱紀保持基本指針の改正（平成19年3月31日・知事通達）
　　・ 公金の管理や会計事務処理の適正確保、不正等を知ったときの適正な対応等を義務付け

　　・ 実効性を確保するため、職員による遵守状況の自己点検等を義務付け

　○ 実効性の確保（職員の自己点検、遵守状況の確認等）
・ 各職員 … セルフチェックシートを用い自己点検を実施

・ 所属長 … チェックリストを用い職場における遵守状況を確認し、倫理監督員に提出

・ 綱紀保持推進委員会 … 全部局において開催（部局内における意識啓発と問題点を把握）

・ 実施：年２回（拡充：年２回を明確化）

　　　　　　５月（定期人事異動後、中元期前）

１２月（職員倫理週間、歳暮期、忘年会期・新年会期前）
 綱紀保持に関する情報発信の充実 
法令遵守・職員倫理ポータルサイト等を通じ、情報提供の充実を図る

○ 処分事例の紹介

府や他の自治体等での処分事例やその再発防止のポイントを紹介し、不祥事の未然防止や職員の倫理意識の向上を図る
・ 平成20年3月19日に法令遵守・職員倫理ポータルサイト（庁内WEB）に掲載、順次追加
・ 府や他府県の処分事例の概要

・ 再発防止のポイント　等

○ 綱紀保持に関する届出・報告等の状況

　　　毎年、綱紀保持に関する届出・報告等の状況を紹介し、職員の適切で円滑な対応を図り、倫理意識を確立する。また、当該状況を府のホームページに公開することで、透明性の確保につながるとともに、利害関係者に対しても府の綱紀保持施策を周知することができる

・ 平成21年2月25日に人事課ホームページ（府民向け）に掲載（平成19年度分）
「大阪府職員倫理週間」（12/1～7）における職員アンケートの実施 
　　毎年、職員アンケートを実施し、職員の綱紀保持基本指針の理解度を把握。

（20年度実施状況）
○ 時期・対象者

・ 職員倫理週間（平成20年12月1日～７日）
・ 府立学校教員、警察本部を除く一般職の職員

　○ 実施結果
・ 設問内容 … 22項目

綱紀保持基本指針に関する理解度、職員の倫理意識や今後有効と思われる綱紀保持施策など
・ 回 答 数 … 2,264名

・ アンケート結果（概要）

① 綱紀保持基本指針を知っている … 99.2％（H19年より増加）

② 綱紀保持基本指針の感想
「利害関係者との付き合いを断りやすくなった。」… 17.4％

「内容が複雑なので、解説やQ&Aの充実が必要」 … 31.1％

③ 大阪府職員全体の倫理意識
「倫理意識の高い職員が多いが一部には低い職員がいると感じる。」… 44.5％（最多）

　　　④ 職員倫理を高めるために最も有効なこと
「定期的にメールや庁内ウェブに情報を掲示し、継続的な意識付けを行う。」
… 36.5％（最多・H19比：6.3ポイント増加）
「身近な事例をもとに考えるような参加型の研修を行うなど研修を充実させる。」

… 25.8％（H19年比：2.1ポイント増加）

「管理監督者が率先垂範するとともに、職場内で改善すべき点について話し合う。」
… 20.1％（H19年比：6.1ポイント減少）
　　・ 結果を踏まえた対応・対策等

アンケート結果を踏まえ、綱紀保持基本指針の事例集の充実を図るなどして、今後も職員への綱紀保持基本指針の周知･徹底を図る

 コンプライアンスの充実 
○ コンプライアンス意識アンケート調査の実施【19年度実施】
　　不適正会計等の問題について、職員一人ひとりが自らのこととして考えてもらうとともに、職場におけるコンプライアンス(法令遵守)の推進について、問題点を把握し再発防止に役立てるため、全職員を対象に実施
・ 対象 … 全職員（警察本部、府立学校教員を除く）
・ 内容 … 全１３問（コンプライアンス意識・再発防止等）

・ 時期・方法 … 平成19年3月29日～４月20日・庁内ウェブページにより実施

・ 有効回答数 … ５,９１７件

・ 結果概要

「原因」… 前回の裏金問題のときの調査や再発防止策が不徹底だった、公務員としての倫理意識に問題があったとする意見が多数だった。
「違法行為の防止」… 職員の法令遵守意識の向上が必要との意見が多かった。
「通報制度」…「利用したい」より「利用したくない」が多かった。　　

「府民からの信頼回復のための取組み」… 意識改革やシステム改革に関する意見に加えて、誠実に職務を行う、風通しのよい職場づくり、事務の透明化の推進などの意見が多数あった。

○ 内部通報及び相談について、匿名による受付を実施

・ 要綱改正 … 平成19年3月28日

・ 通報の処理状況を庁内ウェブページに掲載
○ 外部の通報窓口（外部ヘルプライン）の充実

・ 顧問弁護士以外の弁護士を通報窓口とした
　　平成19年9月1日～　「祝前俊宏」弁護士

・ 役割 … 通報の受付、法務課への通知、調査結果等の通知

・ 処理 … 必要に応じて通報者から事情を聴取し、通報内容及び問題点を詳細に把握

通報者からの求めに応じ、調査結果や是正措置等に関し、府に意見具申

 　 ・外部窓口をコンプライアンス委員に改称し、2名に増員した

　　　　平成20年5月29日～　　祝前俊宏弁護士、平方かおる弁護士

○ コンプライアンス相談窓口の設置
・ 設置 … 平成19年9月1日（法務課）
・ 内容 … 法令違反の疑義が生じた業務上の事象に関する疑問や相談を受け付け、改善策等を提案。

 必要に応じて、関係部局や顧問弁護士等の専門家に相談・照会

○ 職員の人事評価におけるコンプライアンスの観点の明確化
（20年度実施状況）
「新人事評価制度の手引き」を改訂し、「勤務態度」の着眼点についてコンプライアンスの観点をより明確にするとともに、管理職についても「勤務態度」を評価要素に加え、評価を実施

（21年度以降）
評価基準等の見直しを行う中で、「府民志向」の着眼点について会計処理などのコンプライアンスの観点をより具体化するとともに、特に管理職では「組織マネジメント」の着眼点に部下の適切な業務執行の要素を設け、さらなる意識の向上を図る

○ コンプライアンス強化月間（４月）の設置 （20年度～）
人事や組織の異動が行われ、新たな陣容で業務がスタートする時期に際して、職員のコンプライアンス意識の啓発・向上を図る。

・法令遵守・職員倫理ポータルサイトを活用し、以下の項目を実施。（掲載期間：４月中）

① コンプライアンスの周知・啓発

　庁内ウェブ上に強化月間のページを設け、コンプライアンスの趣旨説明や事務引継時のチェックの呼びかけを行う。

　　  ② コンプライアンスセルフチェックシート

　　　　 コンプライアンスのポイント確認

　　  ③ 職場研修用教材

　　　　 職場会議等で活用していただく自主研修用教材の提供
○ コンプライアンス強化月間（４月）の充実強化

平成20年度から実施しているコンプライアンス月間において、21年度は、ポータルサイトでの啓発に加え、全庁一斉コンプライアンス点検や外部講師によるコンプライアンス研修を実施。

（平成21年度実施メニュー）

　①全庁一斉コンプライアンス点検

　　全職員が点検シートに基づきコンプライアンスチェックを実施
②コンプライアンス研修

　・目　的　　　職場における法令遵守の推進並びに公正な職務執行を図る。

　・時期等　　　平成21年度4月24日（金）（2Ｈ程度）

　・内　容　　　外部講師による講演

　　　　　　　　・コンプライアンスの推進及び公正な職務執行に関する内容

　③ポータルサイトでの周知・啓発

　　・コンプライアンス必携の追加
　　　　コンプライアンスの心得、相談、通報窓口の案内
 人事の活性化 
○ 職員の意識改革及び職場の活性化を図るため、人事異動において「本庁のみ」、「出先機関のみ」といった配置がないよう柔軟な配置に取り組むなど、本庁・出先機関の人事交流を定着させていく
 倫理・会計事務研修の充実 
職員一人ひとりが法令を遵守し倫理意識を高めるとともに、適正な会計事務を執行することにより、府民に信頼される公務員としての資質向上を図るため、平成１９年度において次のとおり研修を実施
○ 管理職コンプライアンス研修【19年度実施】
民間企業の事例を参考に、綱紀保持・コンプライアンス・職場風土づくりなどの視点に留意しつつ、府民に信頼される適正な職務遂行を図っていくための行動規範・行動基準を示すことにより、管理職としての役割・責任の再認識と職員一人ひとりの具体的な行動喚起を目的として実施
・ 対象 … 各部･局長、本庁各室・課長及び出先機関の長、並びに本庁勤務の部長級及び次長級職員

　　　　　　【全所属における伝達研修実施のため、研修対象者が欠席の場合は代理出席を必須とした】

・ 時期・参加人数 … ４月１９日・３１６名（教育委員会事務局及び府立学校を除く）

５月１６日・２１４名（教育委員会事務局及び府立学校）

・ 内容 …「大阪府におけるコンプライアンスと不適正会計処理にかかる再発防止策について」庁内講師

「改めて、今なぜ、コンプライアンスなのか」外部講師

・ 伝達研修 … 合計１８４所属、延べ１,０２８回（府立学校を除く）

受講者１０,０８８人（受講率９６.１％）

○ 討論型コンプライアンス職場研修【19年度実施】
職員一人ひとりが、今回の事態（不適正会計処理等の問題等）を自らの問題として受け止め、今後の再発防止策や法令遵守の推進について考えるため、全職員を対象にした討論型の職場研修を実施

・ 対象 … 本庁・出先の全職員（警察本部、府立学校教員を除く）

・ 時期 … ５月（１～２Ｈ）

・ 内容 … ① 今回の（不適正な会計処理にかかる）問題について、

② 職場のコンプライアンス（法令遵守）について

③ 内部通報制度について

・ 方法 … グループ等の小単位で自由発言方式により討議

・ 実施 … ３５６所属（実施率１００％）

○ 昇任時の倫理・会計事務研修

各階層職員としての役割認識と必要な能力の向上を図ることを目的として実施

（20年度実施状況）

・ 対象及び参加人数（実施時期）

新任課長級職員 　　… 　８５名（５月１３日）

新任課長補佐級職員 … １８４名（６月１１日）　　各１日（１～２Ｈ）

新任主査級職員 　　… ３０５名（６月１９日）

・ 内容 … 公務員倫理、会計事務の留意点

○ 会計事務に関する参加型研修

具体的な会計事務の事例に基づき、参加者が相互に議論しながら知識を深め、スキルアップと情報交換を図るブロック別参加型研修を実施

（20年度実施状況）

・ 対象 … 会計事務に携わる職員
・ 実施 … 豊能ブロック：２１名（６月２４日）

中河内ブロック：２６名（７月２５日）
泉南ブロック：２６名（８月２１日）

三島ブロック：２２名（１０月２４日）

泉北ブロック：１５名（１１月２８日）

大阪市内ブロック（２回）：３３、２５名（９月１０日、１２月１６日）
・ 内容・方法 … 具体的な会計事務の事例を出題し、グループ（５～８名）で相互に対話しながら検討し、発表することによって参加者の会計事務の知識を深める。

○ 会計事務研修

 (1) 出納員、会計員及びグループ長を対象とした会計事務研修の実施

出納員、会計員及びグループ長を対象に、不適正事案や間違いやすい事例など具体例を踏まえ研修を実施するとともに、新たに外部の公認会計士を招いた研修を実施

対象 … 出納員、会計員及びグループ長

（20年度実施状況）

実施時期（内容）

１１月１９日：１１８名、２０日：９１名（各２．５Ｈ）

（内部統制、不適正事案や間違いやすい具体例を踏まえた研修）

(2) 会計事務研修の実施

　　　・初めて会計事務に携わる担当者研修を年度開始早期に実施（新規）

対象 … ４月異動の新会計事務担当者

（20年度実施状況）

実施時期（内容）

　　５月１２日：１２８名、１５日：１６５名（各３Ｈ）

（会計事務制度・システムの基礎知識習得）

　　　・再任用職員向け会計事務研修を実施（新規）

対象 … 平成２１年度再任用予定職員、現再任用職員

（20年度実施状況）

実施時期（内容）

　　３月２日：１０３名（２．５Ｈ）

（会計事務基本的事項再確認、財務会計システムの具体的操作）

・会計事務担当者説明会の実施
対象 … 会計事務担当者

（20年度実施状況）

実施時期（内容）

３月１２日：１４８名、１３日：１４９名、１６日：１７０名（各４Ｈ）

（新年度に向け、財務会計制度やシステムの改正点を中心とした研修）

　　(3) 出前研修

　　　　部局等の依頼に基づき、会計局職員を講師として派遣

（20年度実施状況）

　１０回　３４４名参加

○ センター研修における倫理・コンプライアンス研修の充実実施

　　　平成19年度から充実した階層別研修（新任課長級・課長補佐級・主査級及び新規採用職員研修）を継続して実施するとともに、新たに実施したコンプライアンス研修について、平成20年度以降は、より実践に即した倫理・コンプライアンスセミナーとして充実実施

 倫理・コンプライアンスセミナー

・目　的　　コンプライアンス（法令遵守）を重視した職場風土の醸成と府民に信頼される適正な職務遂行を図る

・対象者　　平成20年度課長級昇任者（平成19年度途中昇任者を含む）及び本研修を受講すべき育成ニーズがあるとして所属長が推薦する者

・時期等　　平成20年５月13日（2.75Ｈ）
・内　容　　① 外部講師による講演

　　　　　　　　コンプライアンスの推進及び適正な公務の執行に関する実践的な内容

　　　　　　② 庁内講師による講義

　　　　　　　・ 府のコンプライアンスに関する取組みについて　　　　

　　　　　　　・ 不適正会計の再発防止と会計事務の留意点について　　

会計事務ポータルサイト（庁内Web）の充実 
会計事務に関する情報発信の充実を図るため、より見やすく検索機能を高めた総合情報提供サイト（ポータルサイト）を開設した。

○ 開設の時期・場所

平成19年10月1日・庁内ウェブトップページ（PickUp欄）

○ 見直し・充実
平成20年度は、より見やすく、使いやすいサイトとするため構成等を見直するとともに、内容を充実した。
○ 内容
・新着情報 … 「最新情報」では、会計事務に関する改正、取り扱いの変更等を記載し、注意喚起を行い、「最新研修案内」では研修のお知らせを掲載。

・法令・要領・通知…会計事務に携わるうえで必要な法令・通知等を掲載。

・その他、「マニュアル」「ＦＡＱ」「支払関連」、「システム関連」「研修関連」「リンク集」等の構成とした。
 会計システム機能の変更等 

(1) 会計事務執行基準等の見直し
より適正な会計事務の執行を図るため、「会計事務にかかる執行基準等」及び「大阪府報償費慶弔等対応規程」を改正し（平成19年9月25日）、「会計事務ポータルサイト」にＦＡＱを掲載
○ 会議及び懇談会等の執行基準
・ 一人あたりの飲食の上限額について、職階による区分を一律とし、金額を変更

※ 現行：6,000～12,000円（3段階） → 改正：5,000円（一律）

・ 急な人数変更時の事務処理方法を明確化

○ タクシーの使用基準

・ 承認者不在時等のタクシーチケット交付手続（事後承認）を追加

・ タクシー使用簿の改正（使用理由や事後承認欄等の新設）

※ タクシーチケット等の管理方法

タクシーチケット、ガソリン券等について、現金や郵券類と同様の管理・点検を実施するため、「職場における現金等の保管・管理について」を改正（平成19年12月3日）

 (2) 財務関係規則等の改正
○ 小口支払基金の充実

・ 所属の資金保有額の増額（「小口支払基金の管理に関する規則の運用」平成20年3月1日改正）

所属の資金保有額（警察本部を除き各機関10 万円）を、これにより難い場合は、あらかじめ会計管理者と協議し、承認を受けた必要額を保有することができるように改正した
・ 現金の保管（「小口支払基金の管理に関する規則の運用」平成20年3月1日改正）

支所等における保管について規定を整備した
・ 対象科目の拡大予定（「小口支払基金の管理に関する規則」平成20年4月1日改正）

新たに「公課費」を対象とした
○ 公金の収納窓口における両替金について明確化（平成20年2月28日通知）

所属で保管中の現金（払込前の収納金、小口支払基金及び資金前渡金（「常時の費用」に限る。））を、適正な管理の下、両替用資金として活用することは差し支えない旨を明確化

○ 収納金の保管限度額を引上げ予定（「財務規則及びその運用」平成20年4月1日改正）

財務規則第107 条に規定する収納金の保管限度額を、現行の5 万円から10 万円に引上げた
○「常用の雑費」の所掌限度額を引上げ予定（「財務規則及びその運用」平成20年4月1日改正）

予算執行機関以外の事務所及び予算執行機関の支所等における常用の雑費について、１か月の所要限度額を、現行の3万円から10万円に引上げた
○ 支出命令伺書に添付する必要書類を追加

 　　    支出命令伺書に添付する必要書類として、物品の購入及び修理に対して、納品又は履行を確認できる書類を添付するよう改正（「財務規則の運用」平成21年4月1日改正）
○ 検査員の指定について、事務手続きを規定（「財務規則の運用」平成21年4月1日改正）
 会計事務に係る点検･検査の充実 
(1) 所属における点検の強化・徹底

○ 所属長による自己検査・金庫内検査の徹底

 「財務規則の運用」及び「自己検査マニュアル」の改正（平成19年3月30日・12月3日）

・ 所属長が半期ごとに自己検査を実施し、結果を会計局へ報告

・ 所属長が金庫内を検査し、結果を会計局へ報告

（20年度実施状況）

上半期：全所属（４０６所属）で実施（実施状況報告書提出）

　　下半期：3月末日までに実施予定

　　○ 職場における現金等の適正な保管・管理の徹底

「職場における現金等の保管・管理について」

（通知：平成19年3月30日、一部改正：平成19年12月3日・平成20年2月27日）

　　　・ 小口支払基金、資金前渡、現金による収納金等を除き、職場には原則、現金を置かない。

　　　・ 所属長の異動時に新旧所属長立会いの下、金庫内をチェックし、保管物リストにより文書で引継ぐ。

※ 所属長に異動のあった全ての所属において実施

(2) 会計実地検査（重点検査）の実施

　　定期的に行ってきた「通常検査」を19年度で廃止し、本庁及び予算執行機関について、検査対象・項目等を絞って行う「重点検査」を実施
・ 任意団体への委託料・補助金について、会計実地検査時に、書類検査及びヒヤリングを実施

　　また、１所属の特定案件について、臨時検査を実施
(3) 特別検査の実施状況

平成19年4月に、会計局内に専任の特別検査グループを設置し、全ての職場５０９箇所(室内課、支所分室等を含む)を対象に、巡回による抜き打ちの検査を実施
併せて、不適正会計等の防止に向けた取組み及び日常業務や会計事務等の要望や課題などについて、所属長等と意見交換を行い、今後の会計制度等の事務改善に反映

（20年度実施状況）

　 　・ 検査対象（職場数）… ５０９（本庁１４８、出先８９、支所分室等１０１、府立学校１７１）
※府立学校１７１ ＝ 職場数（１７４校－４（同じ校地校舎に併設）＋１（分校））
　　　・ 検査期間

　　　　平成20年4月上旬から平成21年3月上旬

・ 検査内容

（必須項目）
① 金庫内の点検

・現金（小口支払基金、資金前渡金、現金収納金 等）及び通帳の確認

・郵券類、タクシー券、図書券などの確認

・その他の保管物についての確認

② 所属長の自己検査の実施状況確認

③ 不適正会計等の防止に向けた取組みに関する説明聴取

④ 日常業務や会計事務等についての意見交換

⑤ 特別検査等で指導した事例の紹介と注意喚起

⑥ 会計事務研修情報等の提供・周知

（抽出項目）

⑦ 府が事務局を担当する協議会等の出入金の確認

⑧ 非常勤職員の雇用（委員・講師等への報償・実費弁償を含む）、管外出張旅費の実態調査
⑨ 取引頻度の高い業者に対する履行内容確認(消耗品、備品、原材料等)

⑩ 小口支払基金及び資金前渡金支出状況の確認(支出伺、精算状況等の確認)

⑪ 内外からの通報への対応

【検査結果（概要）】

　　・ 改善を指示した事案 … ８件

① 所属長引継ぎ時の金庫内保管リストの欠落（７件）

② 不適切な事務執行（1件）

　　
　　(4) 全庁調査の実施【20年度実施】
　　　「国庫補助金等の不正経理問題に対する独自調査」

　　　　他府県における国庫補助金等の不正経理問題を受け、会計検査院における検査手法を参考に、

府の会計処理について独自調査を実施

　　　○　調査対象所属

知事部局の全課・所、水道部、教育委員会事務局、議会事務局、監査委員事務局、

人事委員会事務局、労働委員会事務局、府立学校　（396ヶ所）
○　調査対象期間　　　　　平成１５年度～平成１９年度

　　　○　調査結果
・ 需用費の支出について、「預け金」「一括払い」はなかった。ただし、一部の所属で「差替え」「翌年度納入」及び「前年度納入」を確認
・ 賃金及び旅費について、当該補助事業等の対象とならない事業に流用していたことを確認

・ 所管省庁に経費配分の変更承認を得ず精算したこと等により、各省庁への精算報告と府の執行額に相違(乖離)があることを確認

○ 再発防止

・ 補助金等の執行にあたっては、所管省庁との連絡を密にし、補助金等の趣旨、目的に沿った経費支出に留意するとともに、精算報告時のチェックを徹底し、適正な会計処理を行うよう指導

・ 「翌年度納入」等の不適正な処理を防止するため、納品書の添付を義務付けるとともに、監査・検査において、今回の調査と同様の手法を検討
・ 会計事務研修等において、職員の公金に対する意識を高めるとともに、法令等に基づいた会計処理の徹底を図る

 協議会・親睦会にかかる会計事務の適正化 
(1) 協議会等団体にかかる会計事務の適正化

○ 「協議会等団体の会計事務にかかる取扱基準」を策定（平成19年3月30日）
　　　　協議会等団体の会計事務について、公費に準じた適正な処理を行うとともに、組織的な管理体制を確立

　　　・ 会計は預貯金口座により管理し、現金による管理は行わない

　　　・ 通帳及び届出印等にかかる保管・管理は複数の担当者により行う

　・ 所属長は、口座の開設状況、通帳・届出印等の保管者及び残額等を部局に報告する

○ 団体の監査における監査・自己点検チェックリストの活用を追加（平成20年2月27日）

・ 事務局において、チェックリストを使用した自己点検を実施する

・ 監事等による監査において、チェックリストを活用し監査の実効性を確保する

○ 協議会等団体の会計にインターネットバンキング（法人向け）を導入（任意）
協議会等団体の会計事務にインターネットバンキングを導入できるよう、協議会等団体の
会計事務にインターネットバンキングを利用する場合の留意事項について通知（平成20年

3月31日）。団体等の任意によるインターネットバイキングの導入を可能とした
(2) 親睦会にかかる会計事務の適正化

　　○ 適正・組織的管理

職員による親睦会の会計事務について、口座による管理、通帳・届出印等の複数担当者による保管、複数人による定期的確認及び口座状況の部局への報告等の取扱いを示し、組織的な管理を行う

○ 親睦会会計にインターネットバンキング（法人向け）を導入

インターネットバンキングの導入により、承認者（所属長）がパソコンで承認を行なわない限り、一切の出金が不可能となるとともに、課員全員が、口座の状況をパソコン上でいつでも閲覧することができる

・ 対象：自動引落しを利用する親睦会
残高が常時10万円以上の口座を有する課（所属）単位以上の親睦会

・ 導入時期：平成19年10月

 監査の充実強化 
(1) 小口支払基金、郵券、公印等にかかる金庫内の実地検査の徹底

　　○ 実施内容

・　小口支払基金、郵券等の保管状況の確認

・　公印等の保管状況の確認

（20年度実施状況）

○ 実施状況

　・　事務局実地監査対象機関（１６７機関）全てにおいて実施（財政的援助団体等を除く）

(2) 平成10年4月以降に新たに裏金が生み出された所属に対する随時監査の実施【19年度実施】
※ 随時監査を実施し、結果を公表

　○ 実施状況

　・　総務部（不適正会計等にかかる調査担当）及び平成10年4月以降に新たに裏金が生み出されたことが判明した所属等（健康福祉部障害保健福祉室計画推進課、池田保健所、環境農林水産部動物愛護畜産課、北部家畜保健衛生所及び南部家畜保健衛生所）に対して、平成１９年６月に実施　

　　○ 監査内容

・ 総務部（不適正会計等にかかる調査担当）

今回の不適正会計事案が発生した以降の全庁的な調査の取組状況

・ その他の所属

裏金を生み出す要因となった費目に係る支出状況

(3) 協議会等団体の会計報告等の調査結果にかかる監査の実施【19年度実施】
　　※「平成２０年度監査の概要」に結果をとりまとめ

○ 実施状況

　・ 事務局実地監査時に実施

○ 実施内容

　・ 平成１８年度における活動実態の有無

　・ 資金管理の方法

　・ 経費の執行状況

　・ チェックシステム

 監査・検査の連携強化 

○　監査委員事務局と会計局の連携強化による職員のスキルアップを図るため、検査・監査の日程調整や結果の情報交換に加え、双方が実施する研修について相互参加を実施
【実施結果】

　　・　会計局が実施した会計事務研修及び監査委員事務局が実施した事務局職員研修のうち各１回について相互参加を実施

○　検査・監査の役割分担と連携方法について、検査・監査改革検討会の場等を通じて検討
【19年度実施】※検討会報告書としてとりまとめ

　【検討結果】

　　　・　検査機能は財務規則等に基づく検査とともに、執行部局に対する相談や研修機能を強化し、　監査機能はその取り組みも含め、トータルの事後確認を実施
 監査・検査における会計事務専門家の導入 
○ 平成１９年４月に「大阪府検査・監査改革検討会」（監査委員、公認会計士及び府職員で構成）を設置し、会計事務の専門家の活用方策等について検討【19年度実施】
　【検討結果】

　　　・ 公認会計士活用の有効性があること

専門家が関与することにより、受検機関へのけん制効果、職員に対する指導の充実・スキルアップが図れること等

　　　・ 公認会計士の活用方法

公営企業会計や財政的援助団体等の決算計数の確認、経営状況の把握等の分野における監査事務及び府職員の資質向上に資する研修等の業務

　○　「大阪府監査委員事務局監査等委託業務」の実施【20年度実施】
　　　事務局監査（２９機関）への指導・助言者として参画等の事業を、監査法人に対し委託、実施

２1年度 会計実地検査について
会計局では、適正かつ効率的な会計事務を確保するため、実地指導及び
内部けん制を目的とした会計実地検査を実施
[image: image1.png]
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会 計 事 務 の 適 正 化


























臨時検査





検査・指導グループ








会計事務において重大な事案が発生したときに行う。（内外からの通報への対応含む）








重点検査





　　　　　　　　　　　　　　　


「重点検査」の内容


【検査項目】


　１　支出関係書類、契約事務（現場確認等）


　２　収入関係書類


３　その他会計事務処理状況





【検査方法】


１　システムチェック※の結果や検査（特別検査


含む）、監査の結果等をふまえ、実施対象を決


めて行う。


　※　システムチェック：財務会計システムの検索機能により、各所属の会計事務処理状況を随時確認するもの。


２　検査時研修（対話しながら会計事務知識を深


める簡易研修）を行う。





手法；事前通知


対象；全所属 約340（警察署、企業会計を除く）


頻度；随時





特別検査





　　　　　　　　　　　


「特別検査」の内容


【必須項目】


１　金庫内の点検


２　所属長の自己検査の実施状況確認


３　不適正会計等の防止に向けた取組みに関する説明聴取


４　日常業務や会計事務等の課題についての意見


交換等


【抽出項目】


５　府が事務局を担当する協議会等の出入金の確認


６　非常勤職員の雇用（委員・講師等への報償・


実費弁償を含む）、管外出張旅費の実態調査


７　取引頻度の高い業者に対する履行内容確認


８　支出関係書類の確認





手法；抜打ち


対象；全職場 約500（支所、分室等含む。警察除く）


※　学校における【抽出項目】検査は、教育委員会と連携実施


頻度；1年度に１回以上





不適正会計等にかかる再発防止策








各３Ｈ





会 計 事 務 の 適 正 化
































